
目 次

◇ 規 則 鳥取県税条例施行規則の一部を改正する規則 (33) (税務課) ２

公布された規則のあらまし

◇鳥取県税条例施行規則の一部改正について

１ 規則の改正理由

(１) 鳥取県税条例の一部が改正され､ 規則で定める徴収金をコンビニエンスストア (以下 ｢コンビニ｣

という｡) においても納税できることとされたことに伴い､ 当該規則で定める徴収金を自動車税とする

とともに､ 納付書等の様式を定める｡

(２) 道路運送車両法による自動車の継続検査を受ける納税者の利便を図るため､ 当該継続検査の申請の

際必要な自動車税の納税証明書に係る有効期限について､ 所要の改正を行う｡

(３) 個人情報の保護等を図るため自動車税納税証明書 (継続検査用) に不要な個人情報を記載しないこ

ととする等所要の改正を行う｡

(４) 中小企業者に対する融資制度の見直しに伴い､ 所要の改正を行う｡

２ 規則の概要

(１) コンビニでの県税の納税

ア コンビニで納税ができる徴収金は､ 自動車税とする｡

イ コンビニで納付する際の納付書等を､ 領収済通知書にバーコードが記載されている次の様式として

定める｡

(ア) 納税通知書・納付書 (自動車税 (コンビニ対応))

(イ) 納付書 (自動車税 (税額変更コンビニ対応))

ウ コンビニでの納税に係る自動車税納税証明書は､ 当該コンビニの領収印が押印されたときにその効

力を生ずるものとする｡

(２) 納税証明書の有効期限

口座振替等の利用を開始した後の最初に到来する自動車税の納期限から当該年の７月15日までの間に

道路運送車両法による自動車検査証の有効期間の満了日が到来する自動車に係る納税証明書の有効期限

は､ 当該年の６月20日 (現行 ５月30日) とする｡

(３) 自動車税納税証明書 (継続検査用) の様式

ア 自動車の所有者 (使用者) の記入欄を削除する｡

イ 車台番号の記入欄を加える｡

(４) 中小企業の振興に資する融資制度

鳥取県企業自立サポート事業による融資を受けるために必要な納税証明書の手数料は徴しない｡

…………………………………
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(５) その他所要の規定の整備を行う｡

(６) 施行期日等

ア 施行期日は､ 公布の日とする｡ ただし､ (４)は､ 平成18年４月１日とする｡

イ 所要の経過措置を講じる｡

規 則

鳥取県税条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する｡

平成18年３月31日

鳥取県知事 片 山 善 博

鳥取県規則第33号

鳥取県税条例施行規則の一部を改正する規則

第１条 鳥取県税条例施行規則 (昭和35年鳥取県規則第40号) の一部を次のように改正する｡

次の表の改正前の欄中条､ 項及び号の表示に下線が引かれた条､ 項及び号 (以下この条において ｢移動条項

等｣ という｡) に対応する同表の改正後の欄中条､ 項及び号の表示に下線が引かれた条､ 項及び号 (以下この

条において ｢移動後条項等｣ という｡) が存在する場合には､ 当該移動条項等を当該移動後条項等とし､ 移動

条項等に対応する移動後条項等が存在しない場合には､ 当該移動条項等 (以下 ｢削除条項等｣ という｡) を削

り､ 移動後条項等に対応する移動条項等が存在しない場合には､ 当該移動後条項等 (以下この条において ｢追

加条項等｣ という｡) を加える｡

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分 (条､ 項及び号の表示並びに削除条項等を除く｡ 以下この条にお

いて ｢改正部分｣ という｡) に対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分 (条､ 項及び号の表示並びに

追加条項等を除く｡ 以下この条において ｢改正後部分｣ という｡) が存在する場合には､ 当該改正部分を当該

改正後部分に改め､ 改正部分に対応する改正後部分が存在しない場合には､ 当該改正部分を削り､ 改正後部分

に対応する改正部分が存在しない場合には､ 当該改正後部分を加える｡

次の表の改正前の欄の表中太線で囲まれた部分 (以下この条において ｢改正表｣ という｡) に対応する次の

表の改正後の欄の表中太線で囲まれた部分 (以下この条において ｢改正後表｣ という｡) が存在する場合には､

当該改正表を当該改正後表に改め､ 改正表に対応する改正後表が存在しない場合には､ 当該改正表を削り､ 改

正後表に対応する改正表が存在しない場合には､ 当該改正後表を加える｡
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改 正 後 改 正 前

(納付書等)

第２条の２ 条例第２条第１項第10号から第12号まで

の規定による納付書等は､ 次に定める様式によるも

のとする｡

(１) 条例第２条第１項第10号の納付書

ア 普通徴収に係る場合 第１号様式､ 第１号様

式の３及び第５号様式の２

(納付書等)

第２条の２ 条例第２条第１項第10号から第12号まで

の規定による納付書等は､ 次に定める様式によるも

のとする｡

(１) 条例第２条第１項第10号の納付書

ア 普通徴収に係る場合 第１号様式から第１号

様式の３まで､ 第１号様式の６及び第５号様式

の２



鳥 取 県 公 報 (号外)第55号平成18年３月31日 金曜日 3

イ 申告納付に係る場合 第１号様式の２及び第

61号様式

(２) 条例第２条第１項第11号の納入書 第１号様

式の２及び第61号様式

(３) 略

イ 申告納付に係る場合 第１号様式の２､ 第１

号様式の６､ 第５号様式の２及び第61号様式

(２) 条例第２条第１項第11号の納入書 第１号様

式の２､ 第１号様式の６､ 第５号様式の２及び第

61号様式

(３) 略

(知事が収納事務を委託した者に納付することができ

る県税に係る徴収金)

第２条の３ 条例第６条第１項ただし書に規定する規

則で定める徴収金は､ 自動車税とし､ 第１号様式そ

の６及び第１号様式の３その７による納付書 (領収

済通知書にバーコードが記載されているものに限る｡)

により納付するものとする｡

(督促状)

第２条の４ 略

(納税管理人の申告書等)

第２条の５ 略

第４条 条例第16条第３項第３号に規定する規則で定

める融資制度は､ 次のとおりとする｡

(１) 略

(２) 略

(３) 県内中小企業者の経営及び設備等の整備に要

する資金に対する融資

(４) 略

(５) 略

(６) 企業が県内の工業団地等において行う工場の

新設等に要する資金に対する融資

(７) 県内廃棄物処理業者等が行う循環型社会の構

築に向けた施設又は設備の整備に要する資金に対

する融資

(８) 個人若しくは中小企業者が県内において行う

創業又は県内中小企業者が行う新分野への進出若

(督促状)

第２条の３ 略

(納税管理人の申告書等)

第２条の４ 略

第４条 条例第16条第３項第３号に規定する規則で定

める融資制度は､ 次のとおりとする｡

(１) 鳥取県中小企業設備資金貸付規則 (昭和39年

鳥取県規則第55号) に基づく融資

(２) 鳥取県中小企業経営健全化資金貸付規則 (昭

和41年鳥取県規則第10号) に基づく融資

(３) 鳥取県特別金融対策資金貸付規則 (昭和41年

鳥取県規則第11号) に基づく融資

(４) 略

(５) 略

(６) 県内の港湾又は空港を利用して行う輸入に要

する資金に対する融資

(７) 略

(８) 略

(９) 県内中小企業者が先端技術の開発､ 導入等を

行うのに要する資金に対する融資

(10) 観光施設､ レクリエーション施設等の整備を

行う者が､ 県の他の制度に基づく融資 (第５号に

係るものを除く｡) を受けないで行うこれらの施

設の整備に要する資金に対する融資

(11) 企業が県内の工業団地等において行う工場の

新設等に要する資金に対する融資



鳥 取 県 公 報 (号外)第55号平成18年３月31日 金曜日4

しくは先端技術の開発､ 導入等に要する資金に対

する融資

(９) 県内中小企業者が有する新技術､ 企画等の事

業化に要する資金に対する融資

(10) 県内中小企業者が経営改善を図るために行う

金融機関からの借入金の借換え等に要する資金に

対する融資

(11) 県内中小企業者等が経営改善を図るために行

う無担保小口融資の借換え等に要する資金に対す

る融資

(12) 経営の再建を図る県内中小企業者が行う再生

事業の実施に要する資金に対する融資

(13) 取引先企業の倒産等に伴い経営の安定に支障

を生じている県内中小企業者の経営の維持に要す

る資金に対する融資

(14) 略

(証明書の交付)

第50条 略

２ 前項の規定により交付する証明書の有効期限は､

当該証明書交付後最初に到来する自動車税の納期限

の前日とする｡ ただし､ 当該証明書交付後最初に到

来する自動車税の納期限から当該年の７月15日まで

の間に道路運送車両法による自動車検査証の有効期

間の満了日が到来する自動車に係る自動車税を口座

振替等の方法により納付する納税者に交付する同項

の証明書の有効期限は､ 当該年の６月20日とす

る｡

３ 前２項に定めるもののほか､ 所長は､ 自動車税に

係る納税通知書又は納付書を納税者 (口座振替等の

方法により自動車税を納付する者を除く｡) に交付

する際に当該自動車に係る自動車税について現に滞

納がないときに限り､ 道路運送車両法第97条の２第

１項の規定によって呈示する当該自動車について自

動車税の滞納がないことを証する書面 (以下この条

において ｢呈示書面｣ という｡) として､ 有効期限

を当該年度の翌年度分の自動車税の納期限の前日と

する第64号様式の２による証明書を交付するものと

する｡ この場合において､ 当該証明書は､ 出納員又

は指定金融機関等､ 郵便局若しくは条例第６条第１

項第３号に掲げる知事が収納の事務を委託した者の

(12) 研究開発型企業等が県内において行う事業所

の新設等に要する資金に対する融資

(13) 企業体質の強化又は経営の安定のため中小企

業者が行う施設の整備等に要する資金に対する融

資

(14) 境港輸入促進地域内の工業団地等において輸

出入品を取り扱う製造業者等が行う事業所の新設

等に要する資金に対する融資

(15) 個人又は中小企業者が県内において創業する

ために要する資金に対する融資

(16) 略

(17) 創造的な事業活動を行う中小企業者が行う研

究開発等に要する資金に対する融資

(証明書の交付)

第50条 略

２ 前項に定めるもののほか､ 所長は､ 自動車税に係

る納税通知書又は納付書を納税者 (口座振替等の方

法により自動車税を納付する者を除く｡) に交付す

る際に当該自動車に係る自動車税について現に滞納

がないときに限り､ 道路運送車両法第97条の２の規

定によって呈示する当該自動車について自動車税の

滞納がないことを証する書面 (以下この条において

｢呈示書面｣ という｡) として､ 有効期限を当該年度

の翌年度分の自動車税の納期限の前日とする第64号

様式の２による証明書を交付するものとする｡ この

場合において､ 当該証明書は､ 出納員又は指定金融

機関等若しくは郵便局の領収印が押印されたときに､

その効力を生ずるものとする｡
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領収印が押印されたときに､ その効力を生ずるもの

とする｡

４ 前３項に定めるもののほか､ 所長は､ 口座振替等

の方法により自動車税を納付する納税者が当該年度

分の自動車税の納期限において現に滞納がないとき

に限り､ 呈示書面として､ 有効期限を当該年度の翌

年度分の自動車税の納期限の前日とする第64号様式

の２による証明書 (当該納税者が第14条の２第３項

の規定により磁気テープ等が送付されている指定金

融機関等に自動車税を納付する場合にあっては､ 第

64号様式の３による証明書) を交付するものとする｡

５ 略

様式目次

１ 通則関係

第１号様式その１～その５ 略

その６ 納付書 (自動車税 (税額変更コン

ビニエンスストア対応))

第１号様式の２ 略

第１号様式の３その１～その６ 略

その７ 納税通知書・納付書 (自動車

税 (コンビニエンスストア対

応))

その８ 略

その９ 略

その10 略

その11 略

第１号様式の４～第１号様式の10 略

２～12 略

第１号様式の４ (第２条の４関係) 略

第１号様式の５ (第２条の５関係) 略

第１号様式の６ (第２条の５関係) 略

第１号様式の７ (第２条の５関係) 略

第17号様式 (第20条関係)

過誤納金還付 (充当) 通知書

鳥取県 部県税事務所長 �

３ 前２項に定めるもののほか､ 所長は､ 口座振替等

の方法により自動車税を納付する納税者が当該年度

分の自動車税の納期限において現に滞納がないとき

に限り､ 呈示書面として､ 有効期限を当該年度の翌

年度分の自動車税の納期限の前日とする第64号様式

の２による証明書 (当該納税者が第14条の２第３項

の規定により磁気テープ等が送付されている指定金

融機関等に自動車税を納付する場合にあっては､ 第

64号様式の３による証明書) を交付するものとする｡

４ 略

様式目次

１ 通則関係

第１号様式その１～その５ 略

第１号様式の２ 略

第１号様式の３その１～その６ 略

その７ 略

その８ 略

その９ 略

その10 略

第１号様式の４～第１号様式の10 略

２～12 略

第１号様式の４ (第２条の３関係) 略

第１号様式の５ (第２条の４関係) 略

第１号様式の６ (第２条の４関係) 略

第１号様式の７ (第２条の４関係) 略

第17号様式 (第20条関係)

過誤納金還付 (充当) 通知書

鳥取県 部県税事務所長 �

略 略
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略 略

略 略

略 支出日 略

略 略

略 略

略

差引還付額

(ハ)－(ニ) 略 支出日 差引支出額
支出

金額
(ハ)－(ニ)

略

＊下記 ｢口座振込｣ 欄に

金融機関名等が記載され

ている方へは､ 還付日に

その口座へ振り込みま

す｡

なお､ ｢口座振込｣ 欄

に記載のない方及び ｢差

引還付額｣ が０の方は､

裏面の《お知らせ》をお

読みください｡

略

隔

地

金融機関名

口
座
振
込

略
口

座

略

(備考) 口座振込により還付するときは､ 年度の項中

｢

｣ とあるのは､

｢

｣ とする｡

第64号様式 (第50条関係) 第64号様式 (第50条関係)

自動車税納税証明書

(継続検査用)

証明書番号 第 号

自動車税納税証明書

(継続検査用)

証明書番号 第 号

年度

年度

還付日

年月日
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自動車の所有者 (使用者)

車台番号

登録番号 登録番号

略 略

上記の自動車に係る自動車税は､ 滞納がな

いことを証明します｡

年 月 日

鳥取県 部県税事務所長 �

上記の自動車に係る自動車税は､ 滞納がな

いことを証明します｡

年 月 日

鳥取県 部県税事務所長 �

第64号様式の２ (第50条関係) 第64号様式の２ (第50条関係)

(鳥取県) (鳥取県)

自動車税納税証明書

(継続検査用)

年度

自動車税納税証明書

(継続検査用)

年度

車台番号

登録番号 登録番号

上記の自動車に係る自動車税は､ 滞納が

ないことを証明します｡

鳥取県 部県税事務所長 �

本証明書の有効期限 年 月 日

上記の自動車に係る自動車税は､ 滞納が

ないことを証明します｡

鳥取県 部県税事務所長 �

本証明書の有効期限 年 月 日

略 略

次のいずれかに該当するものは無効です｡ 次のいずれかに該当するものは無効です｡

１～３ 略 略 １～３ 略 略

(納税者保管)

第64号様式の３ (第50条関係) 第64号様式の３ (第50条関係)

(鳥取県) (鳥取県)

自動車税納税証明書

(継続検査用)

年度

自動車税納税証明書

(継続検査用)

年度
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車台番号

登録番号 登録番号

上記の自動車に係る自動車税は､ 滞納が

ないことを証明します｡

鳥取県 部県税事務所長 �

本証明書の有効期限 年 月 日

上記の自動車に係る自動車税は､ 滞納が

ないことを証明します｡

鳥取県 部県税事務所長 �

本証明書の有効期限 年 月 日

略 略

次のいずれかに該当するものは無効です｡

１及び２ 略

次のいずれかに該当するものは無効です｡

１及び２ 略
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附 則

(施行期日)

１ この規則は､ 公布の日から施行する｡ ただし､ 第１条中第４条の改正は､ 平成18年４月１日から施行する｡

(経過措置)

２ 改正前の鳥取県税条例施行規則第50条及び第64号様式から第64号様式の３までの規定により交付された証明

書は､ 当該証明書の有効期限が到来する日までの間は､ 改正後の鳥取県税条例施行規則第50条 (第２項ただし

書を除く｡) 及び第64号様式から第64号様式の３までの規定により交付された証明書とみなす｡

鳥 取 県 公 報 (号外)第55号平成18年３月31日 金曜日12

発行所 鳥取県鳥取市東町一丁目220 鳥 取 県 【定価１部１か月2,200円 (送料を含む｡)】
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